






































































































































































































































































































年　度 2002年度 女性の割合 2012年度 女性の割合
学部学生 44,576人（12,719人） 28.5% 44,756人（15,894人） 35.5%
大学院生 6,147人　（1,632人） 26.5% 9,357人　（2,906人） 31.1%
教　　員 4,479人   　（703人） 15.7% 6,177人　（1,274人） 20.6%




年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
志願者数
（男子） 78,882 77,057 79,842 78,429 78,136 79,401 85,334 79,020 74,837 76,249 84,788 125,249 121,166 77,659 76,032 72,767
志願者数
（女子） 26,019 25,592 25,901 26,799 29,645 32,375 36,481 34,533 33,158 34,747 40,859 40,115 39,042 37,856 37,621 35,760
合格者数
（男子） 11,886 11,898 12,884 12,338 11,757 11,728 12,295 12,616 12,083 12,456 40,859 17,469 17,335 11,718 11,756 12,496
合格者数
（女子） 4,004 4,206 4,609 4,599 4,883 5,308 5,378 5,732 5,597 5,802 5,545 5,382 5,416 5,805 5,607 5,876
「数字で見る早稲田」学部入学者数、「近年の入試結果」をもとに作成　
表３　2001年度～ 2012年度の女子学生の数的変遷（学部別）
2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
現在員数 うち女性 現在員数 うち女性 現在員数 うち女性 現在員数 女性 現在員数 女性 現在員数 女性 現在員数 女性 現在員数 女性 現在員数 女性 現在員数 女性 現在員数 女性 現在員数 女性
政治経済学部 5,564 1,020 5,578 1,035 5,405 1,069 5,313 1,127 5,138 1,122 4,901 1,126 4,709 1,133 4,579 1,121 4,502 1,143 4,473 1,175 4,478 1,248 4,549 1,288
法 学 部 5,766 1,593 5,862 1,674 5,634 1,666 5,304 1,598 4,731 1,442 4,413 1,328 3,953 1,176 3,784 1,113 3,676 1,099 3,519 1,100 3,561 1,122 3,647 1,193
第一文学部 5,753 2,972 5,767 3,086 5,701 3,073 5,608 2,998 5,516 2,998 5,406 2,801 4,138 2,092 2,862 1,434 1,655 764 531 184 170 528 6 30
第二文学部 2,628 1,282 2,717 1,340 2,909 1,461 3,028 1,543 3,094 1,548 3,109 1,515 2,326 1,097 1,589 733 925 408 346 126 137 456 8 20
教 育 学 部 5,395 1,682 5,206 1,706 5,228 1,875 5,076 1,872 5,088 1,929 5,105 1,967 5,213 1,968 5,170 1,982 5,114 1,922 5,119 1,958 4,895 1,853 4,819 1,778
学 部 5,403 1,266 5,596 1,383 5,453 1,373 5,388 1,385 5,249 1,347 4,947 1,299 4,817 1,238 4,618 1,182 4,569 1,199 4,589 1,200 4,545 1,214 4,615 1,266
理 工 学 部 7,529 605 7,606 644 7,567 693 7,608 736 7,455 789 7,548 832 5,704 640 3,911 443 2,246 245 447 24 174 6 86 5
社会科学部 3,588 720 3,634 789 3,648 808 3,511 789 3,367 783 3,247 789 3,272 826 3,224 829 3,303 841 3,412 857 3,293 820 3,378 884
人間科学部 2,534 1,010 2,610 1,062 2,683 1,097 2,749 1,111 2,865 1,143 2,900 1,224 2,860 1,187 2,838 1,202 2,760 1,185 2,768 1,154 2,745 1,170 2,740 1,179
人間科学部
（通信教育課程） 175 93 302 148 445 242 567 312 691 387 809 450 845 472 827 449 792 426 782 423
スポーツ科学部 460 114 974 266 1,451 412 1,936 550 1,996 590 1,982 588 1,972 593 1,948 577 1,923 575 1,921 581
国際教養学部 590 328 1,313 773 1,955 1,174 2,613 1,592 2,855 1,755 2,794 1,711 2,915 1,813 2,825 1,752 2,960 1,778
文化構想学部 927 504 1,881 1,026 2,813 1,568 3,827 2,153 4,080 2,264 4,171 2,312
文 学 部 744 397 1,524 814 2,284 1,254 3,079 1,695 3,272 1,795 3,334 1,822
基幹理工学部 608 66 1,151 128 1,738 189 2,280 259 2,309 286 2,431 335
創造理工学部 651 108 1,292 207 1,916 331 2,535 460 2,584 472 2,643 527
先進理工学部 535 115 1,123 215 1,690 310 2,278 419 2,428 434 2,526 473







































































（1）“Mastery for Service” に基づく女性研究者支援事業




















































・　 高橋 和子 教授（関西学院大学「Mastery for Serviceに基づく女性研究者支援事業」実施責　任者）、清水 
英子 氏（関西学院大学男女共同参画推進支援室 コーディネーター）
【参考文献】
・　関西学院大学男女共同参画推進支援室『ふろむ支援室』vol.01 ～ vol.10（2010年～ 2012年）






















































































































































































































































88 早稲田教育評論　第 28 巻第１号
【取材協力】※訪問調査日2013年３月26日：岩田　正美　教授（現代女性キャリア研究所長）
【参考文献】
・ 「日本女子大学現代女性キャリア研究所」（案内パンフレット）
・ 田部俊充「人間社会学部におけるキャリア女性学副専攻の動向」、峰村勝弘「2012年度『教養特別講義２』
について」（『日本女子大学現代女性キャリア研究所紀要』第４号、2012年所収）
 （山本　　剛）
おわりに
本論文では、地方公共団体の取り組みの例として東京都の場合をとり上げたが、そこでは「共
同参画」への本質的な意識変革を促す啓発活動の在り方、「平等参画」への名称変更など、政府
の施策への対応に留まらない、理念と取り組みを再検討したことなどが特徴的であった。
一方、大学における共同参画の取り組みを見ると、2006年９月以降の文部科学省の科学技術振
興調整費「女性研究者支援モデル育成」による助成を契機とする大学が多く、本論文で取り上げ
た７大学すべてが文科省の振興調整費を受けている。取り組みとしては、早稲田大学の場合に典
型的であるように、①「男女共同参画宣言」のような全体的理念の制定、②「共同参画基本計画」
のような取り組みの柱の設定、③「共同参画推進室」のような具体的な推進組織の設置、という
体制が多くの大学で見られた。
具体的な事業内容としては、女性研究者育成支援、女性教職員の比率の向上、出産・育児支援、
キャリア支援、講座開設やパンフによる啓発活動など多岐にわたっている。しかも、これらの取
り組みは、女性研究者の育成を中核としつつ、研究継続の環境の支援だけでなく、研究と家庭生
活の両立、介護支援などが、有機的な関連を保つように配慮されている点も注目される。
特徴的な取り組みとしては、早稲田大学の場合は、女性への支援だけでなく、人的構成の男女
格差を是正し、大学運営の意思決定における共同参画の実現を目指す点をあげることができる。
また、東北大学では新規女性研究者雇用目標の設定、関西学院大学では女性の理系進路選択への
支援、福岡大学では地域と一体となった共同参画意識の向上、などを特徴としている。
今回は意図的に女子大学における取り組みを調査したが、奈良女子大学では女性研究者育成の
支援、キャリア形成支援に重点があり、また東京女子医科大学の場合は、女性教員や女性医師の
比率向上に向けた取り組みに重点が置かれている。日本女子大学では、女性を取り巻く諸課題を
調査研究する「現代女性キャリア研究所」を設置する他、人間社会学部では女性高等教育ニーズ
に応じたプログラムとして「キャリア女性学副専攻」を設けている。
各大学での調査により、各大学が真剣かつ熱心な取り組みを行っていることが確認できたが、
その十分な成果の達成には課題が残っている。特に、男性への啓発活動も必要と言えよう。
今回は個別大学の調査結果のまとめが中心であったが、今後は、2012年に発表した研究成果や
共同参画に関する理論的考察も含め、全体を総括することにしたい。
 （湯川　次義）
